
１．はじめに

近年，農協系統を取り巻く経済環境は，規制緩和や金

融の自由化の進展に伴う民間企業との競争激化や，景気

低迷を背景とした信用事業の利ざやの縮小，組合員の高

齢化などからの共済事業の伸び悩み等，一段と厳しさを

増してきている．このような状況は事業利益等収益性の

悪化という側面に現れてきている．こうした情勢を受け

て，農協改革あるいは農協再編の必要性が指摘され推進

されるようになってきた．中でも，農協広域合併は９０年

代以降，急速に推進されてきた．

一般に，複数の組織が合併し新しい組織ができれば，

量的変化（ヒト・モノ・カネ）だけでなく，質的変化（経

営戦略・意志決定の流れ・組織文化など）ももたらすが，

農協の広域合併によって期待される効果を量的変化，特

に経済的変化に着目して整理すると，規模の経済性に集

約できる．しかし現実は，広域合併しても規模拡大に見

合うメリット（収益性の向上・生産性の向上）を享受し

ていない農協や，かえって規模の不経済が発生している

農協が存在する．

本稿では東北地方の A県における広域合併農協の合併

効果の検討を行なうが，具体的に次の２点を課題とする．

第１に，広域合併を実施した農協について，広域合併が

経営構造，経営成果（収益性，安全性，生産性，組合員

の利用結集など）に与える影響を，合併前後の比較を通

して考察することである．第２に，広域合併が経営成果

に与える影響を統計的に分析することである．

設定された課題に対して次のような形で接近する．ま

ず次節において，広域合併を実施した農協ごとに，聞き

取り調査と平成６事業年度から平成１３事業年度までの数

値に基づき，経営構造，経営成果，組合員利用に関して

合併前の対応する旧農協合算値と合併後の値を比較する．

次に第３節において経営成果指標に関して，対象とした
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表１ 分析に用いた合併農協

合併後の農業 合併した
旧農協数

B農協 ８
C農協 ７
D農協 ７
E農協 ６
F農協 １０
G農協 ６
H農協 ４
I農協 ８

Bull. Fac. Life Env. Sci. Shimane Univ., ８：７１－８０, December２０，２００３

出所：A県中央会提供資料より筆者作成．



表２ 分析に用いた指標の分類・名称一覧

分類 局面 指標名称 分類 局面 指標名称
１ 正組合員戸数 １７ 共済事業総利益

（１）組 織
基 盤

２ 准組合員戸数
３ 総組合員戸数 １８ 共済事業の事業

総利益に占める割合４ 支所数
１ 正組合員１０００戸
当たり指導員数

１９ 信＋共事業の事業
総利益に占める割合（１）収益性

つづき２ １JA当たり
指導員数

２０ 当期利益
２１ 人件費

（２）労働力 ３ 職員数 ２２ 受取利息
４ 常勤役員数 ２３ 支払利息
５ 生活指導員数 ２４ 販売手数料
６ 営農指導員数 ２５ 購買手数料
７ 常勤役職員数 １ 固定比率
１ 貯預率 ２ 流動比率
２ 貯貸率 ３ 自己資本比率
３ 貯金 ４ 固定資産回転率
４ 貸出金

（２）安全性
５ 販売運用資金
回転率５ 長期共済保有高

６ 固定資産 ６ 購買運用資金
７ 自己資本 ７ 回転率
８ 流動負債 ８ 当座比率
９ 流動資産 ２．経営成果

つづき
９ 長期固定適合率

１．経営構造 （３）金 融 １０ 預金 １ 事業管理費対
人件費比率１１ 総資本（総資産）

１２ 販売部運用資金 ２ 常勤役職員１人
当たり事業総利益１３ 購買部運用資金

１４ 運用資金残高 ３ 常勤役職員１人
当たり事業管理費１５ 吸収資金残高

１６ 棚卸資産 ４ 常勤役職員１人当たり
貯金平均残高１７ 負債計

（３）生産性１８ 当座資産 ５ 常勤役職員１人当たり
貸出金平均残高１ 購買品供給高

（４）経 済 ２ 販売品販売高 ６ 常勤役職員１人当たり
長期共済保有高３ 生活資材供給高

４ 生産資材供給高 ７ 常勤役職員１人当たり
販売品販売高１ 事業管理比率

２ 自己資本利益率 ８ 常勤役職員１人当たり
生産資材供給高３ 総資本利益率

４ 信用事業利ざや ９ 常勤役職員１人当たり
購買品供給高５ 販売手数料率

６ 購買手数料率 １ 正組合員１戸
当たり貯金残高７ 事業総利益

８ 事業管理費
（１）金 融

２ 正組合員１戸当たり
長期共済保有高２．経営成果 （１）収益性 ９ 事業利益

１０ 当期剰余金 ３ 正組合員１戸
当たり貸出金１１ 次期繰越剰余金 ３．組合員

利用１２ 信用事業利益 １ 正組合員１戸当た
り生活資材供給高１３ 信用事業負債

１４ 信用事業利益率 （２）経 済 ２ 正組合員１戸当た
り生産資材供給高１５ 信用事業総利益

１６ 信用事業の事業
総利益に占める割合

３ 正組合員１戸当た
り販売品販売高

注：筆者作成．
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合併農協は合併前後でその効果が現れているのかを，平

均値の差の検定により把握する．合併前は平成７事業年

度，合併後は年度ショックを緩和するため平成１１～１３事

業年度，平成１２～１３事業年度の平均値を用いる．

分析対象は表１の通りである．８つの広域農協は，合併

年度が A県下で相対的に早いという理由から選択した．

分析指標は表２の通りである．分析指標は既存研究の高

田（１９８９），星野（１９９２），万木（１９９７）を参考に選択し

た．

２．旧農協の合算による合併前後の経営構造の変化

と経営成果への影響

本節では，合併を実施した農協の経営構造，経営成果，

組合員利用に関して，合併前の対応する旧農協合算値と

合併後の値を比較する．

１）経営構造（経営規模）に関する分析結果

（１）組織基盤：

いずれの農協も合併前後において全体的に総組合員戸

数の減少はほとんどないが，正組合員戸数は減少し，准

組合員戸数は増えている傾向が見られた．また，いずれ

の農協も常勤役職員数は合併後に減少し，常勤役員数の

減少が著しく，その人員削減による人件費削減から見れ

ば合併効果は発揮されている．指導員数は，正組合員戸

数の減少以上に減少しており，ほとんどの農協において

生活・営農指導員数が合併後大幅に減少していた．これ

は図１からも確認でき，合併による奉仕性の向上という

観点からは，その効果は発揮されていないように考えら

れる．

（２）金融：

いずれの農協も貯預率が合併前よりも低下し，貯貸率

は増加するという傾向がみられた．ただし，その低下傾

向・増加傾向の程度には農協間で格差があった．これは

地理的要因や上記の労働力構造の要因などによって，貯

金の動員や資金の貸出に関し各農協の取組み方が異なっ

ていたためである．

貯預率も貯貸率も農協が調達した資金（貯金）を何に

どの程度，運用したかを示すものである．いずれの農協

も合併前から，調達した貯金のほぼ９割前後を，預金と

貸出金に運用していた．ただしその内訳は，大きく変化

してきており，預金への運用が減少する反面，貸出金へ

の運用が増加している．この現象は特に，合併後の農協

に見られ，図２，図３からも確認できる．このことは，農

協が合併後，自主運用にシフトしてきていることを意味

しているものと考えられる．

図１ 合併農協と旧農協における経営成果（正組合員１０００戸当

たり指導員数）の規模別分布

出所：表１と同じ．

注：図中のプロットされたものは表１の農協であり，□は合併前の旧

農協の平成７年度実績，×は合併農協の平成１１～１３年度の

平均値，△は合併農協の平成１２～１３年度の平均値である．

図２ 合併農協と旧農協における経営成果（貯預率）の規模

別分布

出所・注：図１と同じ．

図３ 合併農協と旧農協における経営成果（貯貸率）の規模

別分布

出所・注：図１と同じ．

森ほか：農協の合併効果に関する一考察 ７３



２）経営成果に関する分析結果

（１）収益性：

�事業管理費比率の推移
いずれの農協も事業管理費比率が合併後上昇してお

り，１００％を超える農協も数多く見られた．実際に，いず

れの農協でも合併後に事業利益の低下傾向が見られ，事

業利益段階でマイナス値を取る農協も多く存在していた．

これは事業管理費が事業総利益を上回るためであり，合

併しても「規模の経済」が現れているとは言えず，反っ

て，合併後の経営が非効率化していることを示している．

この現象は図４からも明らかに確認できる．この主要な

要因の一つに，事業管理費に占める人件費（人件費比率）

が合併後，どの農協においても上昇していることがあり，

この点に関しては，給与水準の向上を合併メリットとす

る万木（１９９７）の指摘と一致する．

�自己資本利益率と総資本利益率の推移
これら２つの指標は，収益性をあらわす代表的指標で

あるが，いずれの農協も，合併後の方が合併前よりも低

下傾向にあり，マイナス値を取る農協も数多く存在した．

また合併後，急激に収益性の悪化傾向が見られた．この

現象は，図５と図６からも確認できる．またそれらの指

標の変動は合併前後に極めて大きい．この主要な要因は，

自己資本利益率と総資本利益率の分子に来る当期利益水

準の低さと変動の大きさによるものであった．

�信用事業利益率
いずれの農協も，合併後に信用事業利益率の低下傾向

が見られた．この現象は，図７からも確認できる．これ

はほとんどの農協で合併後，信用事業利益率の分子に来

る信用事業利益が大幅な低下傾向にあり，逆に分母に来

る信用事業負債が増加傾向にあったことが原因と考えら

れる．

�「信用事業」，「共済事業」，「信用＋共済事業」の事
業利総利益に占める割合の推移

合併後，ほとんどの農協において，信用事業の事業総

利益に占める割合は低下傾向にあるが，共済事業の事業

総利益に占める割合は，逆に上昇傾向にあった．この現

図４ 合併農協と旧農協における経営成果（事業管理費比率）

の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図５ 合併農協と旧農協における経営成果（自己資本利益率）

の規模別分布

出所・注１）：図１と同じ．

注：２）旧農協のうち１農協を図の軸の関係から掲載されてい

ない．

図６ 合併農協と旧農協における経営成果（総資本利益率）

の規模別分布

出所・注１）：図１と同じ．

注：２）旧農協のうち１農協を図の軸の関係から掲載されて

いない．

図７ 合併農協と旧農協における経営成果（信用事業利益率）

の規模別分布

出所・注：図１と同じ．
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象は，図８と図９からも確認でき，従来の農協全体の収

益性に関して，しばしば指摘されてきた「信共依存体制」

が，「共済依存体制」へとシフトしてきていることが宮城

県でもうかがえる．その結果，信用＋共済事業の業利総

利益に占める割合は，いずれの農協でも合併前後でほと

んど変化が無いという現象が起きており，図１０からも確

認できる．

（２）安全性：

�固定比率と長期固定適合率の関係の推移
固定比率（＝固定資産／自己資本×１００）は，投資回収

に長期を要する固定資産が自己資本でまかなわれている

度合いを示すもので，１００％以下であることが望ましいと

される．ほとんどの農協において合併後，平成１１年度以

降，急激に固定比率の数値が上昇し１００％を超えていた．

これは，図１１からも確認できる．自己資本水準はいずれ

の農協においても合併後上昇傾向にあるので，合併後何

らかの理由で，固定資産水準が高くなったものと考えら

れる．

ただし，固定比率が上昇し１００％を超えても，長期固

定適合率（＝固定資産／長期資本（自己資本＋固定負債））

が１００％以内であれば，問題ないとされる．即ち，長期

固定適合率が１００％以内であれば，固定資産の減資が１

年以内に返済すべき短期の流動負債水準は小さいことを

示す．しかし，この値の水準も合併後，ほとんどの農協

で固定比率が急上昇している平成１１年以降，急上昇して

おり，図１２からも確認できるように１００％を超える農協

も存在した．

図８ 合併農協と旧農協における経営成果（信用事業の事業

総利益に占める比率）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図９ 合併農協と旧農協における経営成果（共済事業の事業

総利益に占める比率）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１０ 合併農協と旧農協における経営成果（信用＋共済事

業の事業総利益に占める比率）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１１ 合併農協と旧農協における経営成果（固定比率）の

規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１２ 合併農協と旧農協における経営成果（長期固定適合

率）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

森ほか：農協の合併効果に関する一考察 ７５



�流動比率
この指標は，１年以内に返済を求められる流動負債が，１

年以内に現金として返ってくる流動資産にどれだけ投資

されているかを見る指標で，流動性指標の代表的指標で

ある．一般に１２０％以上が望ましい基準とされる．

この点をふまえると，いずれの農協でも，合併前でさ

えも流動性は十分であるとは言えず，しかも合併後，全

ての農協において流動性は低下傾向にあり１００％を下回っ

ていた．これは，流動資産よりも流動負債の水準が高い

ことを意味し，特に，合併後の農協の支払能力には問題

があると言える．このことは，図１３からも明らかに確認

でき，合併後の農協の流動比率は大幅に低下している．

なお，支払能力の判断は，次に見る当座資産の動向とセッ

トで見るとより明確な判断が出来る．

�当座比率
この指標は即時の支払能力を示すもので，１００％以上で

あることが望ましいとされる．合併前の多くの農協と合

併後の全ての農協において，１００％以下の水準となってい

た．この点は，図１４からも確認できる．また，いずれの

農協においても合併後，当座比率はさらに低下傾向にあ

り支払能力が十分であるとは言い難い．これは分母に来

る当座資産の水準が，著しく低いことが一要因として考

えられる．

�自己資本比率
いずれの農協も，合併後上昇傾向にある．これは，図

１５からも確認できる．ただし，農協間でその水準に格差

がある．一般に，都市銀行は８％，地方銀行，第二地方

銀行，信用金庫，農業協同組合，労働金庫は４％を維持

していることが最低限求められており，その水準はいず

れの農協もクリアしている．この上昇の理由は，平成

９，１０年度決算で固定資産の再評価を行なったためであ

り，合併後の方が相対的高めに出ている可能性がある．

�固定資産回転率
この指標は固定資産の利用度を示すもので，高いほど

設備資産が十分に活用されていることになる．ほとんど

の農協で，合併後，低下傾向にあり，図１６からも確認で

きる．また，平成１１年度以降，急激に数値が減少してい

る．これは，上記の固定比率の逆の動きを示している．

合併後の数値の変動については，先ほど述べた固定資産

の再評価がそのまま当てはまる．

図１３ 合併農協と旧農協における経営成果（流動比率）の

規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１４ 合併農協と旧農協における経営成果（当座比率）の

規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１５ 合併農協と旧農協における経営成果（自己資本比率）

の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１６ 合併農協と旧農協における経営成果（固定資産回転

率）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．
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（３）生産性：

上記の経営構造を検討した際に，いずれの農協も常勤

役員数の減少が著しいことを確認したが，全体的に常勤

役職員１人当たりの生産性はそれほど上昇していない．

しかもいずれの農協でも，常勤役職員１人当たりの事業

利益，生産資材供給高，購買品供給高は，合併前よりも

低下傾向にあり，常勤役職員の大幅な減少（人員削減）

を上回る利用結集度の低下があり，結果的に生産性の上

昇にむすびついていない現象が確認された．

３）組合員利用に関する分析結果

（１）金融（正組合員１戸当たり貯金残高，長期共済保有

高，貸出金の推移）

ほとんどの農協で，正組合員１戸当たりの貯金残高は

合併後に低下してきている．この傾向は，図１８から確認

できる．他方，正組合員１戸当たりの長期共済保有高お

よび貸出金は，若干，上昇傾向にあり，図１９，図２０によ

り確認できる．

（２）経済（正組合員１戸当たり生活資材供給高，生産資

材供給高，販売品販売高）

正組合員１戸当たり生活資材供給高，生産資材供給高，

販売品販売高は，合併前から減少傾向にあったが，合併

後は正組合員１戸当たり生活資材供給高・生産資材供給

高において，その減少の度合いが著しかった．特に，正

組合員１戸当たりの生活資材供給高の減少傾向が著しく

進んでいる．この点は，図２１，図２２，図２３から確認できる．

４）小 括

以上，合併前後における多様な分析指標を検討し，合

併効果の有無を検討してきた．万木（１９９７）が指摘する

図１７ 合併農協と旧農協における経営成果（事業管理費対

人件費比率）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１８ 合併農協と旧農協における経営成果（正組合員１戸

当たり貯金残高）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図１９ 合併農協と旧農協における経営成果（正組合員１戸

当たり長期共済保有高）の規模別分布

出所・注：図５と同じ．

図２０ 合併農協と旧農協における経営成果（正組合員１戸

当たり貸出金）の規模別分布

出所・注：図５と同じ．

図２１ 合併農協と旧農協における経営成果（正組合員１戸

当たり生活資材供給高）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．
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ように，合併に伴い農協間の格差は減少し，それをプロッ

トすれば，氏の言葉を使えば「鳥のくちばし分布」，換言

すれば，規模に関して不均一分散の現象が確認された．

これは，健全な農協とそうでない農協がともに消滅し，

パフォーマンスから見れば，中程度の農協が誕生してい

ることになっており，合併効果は現時点では発現してい

ないといえる．

３．統計的検定による合併効果の分析

１）分析方法

本節では，図１から図２３で使用した経営成果指標等に

関して，合併効果が旧農協と合併農協の統計的に有意な

平均値の差として現れているかを分析した．これまで見

てきた図から，明らかに分散が異なることが確認される

ので，不等分散を仮定した t検定を行った．

合併農協に関するデータは，平成１１～１３事業年度，平

成１２～１３事業年度の平均値を用いたが，その理由は，年

度ショックを緩和させることに配慮しつつ，合併効果の

発現を見ていこうとしたことによる．

２）分析結果

分析の結果は表３，表４の通りである．分析の結果，多

くの指標で平均値の差が有意であることが確認されたが，

合併効果として認められるものは，自己資本比率と常勤

役職員１人当たり長期共済保有高のみであった．

表３から表４の結果の違いに注目すれば，自己資本利

益率，総資本利益率（同表の左列の５，６行目）の検定結

果が統計的に有意では無くなっており，平成１１年度の農

協への負担が如何に大きなものであったかがうかがえる．

以上のことから，統計的検定の結果からは，多くの経

営成果指標において，現時点では合併効果は発揮されて

いないという結果になった．

４．ま と め

農協の経営構造，経営成果指標による分析の結果，合

併効果としては，自己資本比率の上昇，常勤役職員１人

当たり長期共済保有高であり，その他に，農協のパフォー

マンスの平準化，常勤役員の減少，職員給与水準の上昇

という効果が確認された．

金融機関として，代表的な指標である自己資本比率は，

合併後上昇していたが，その他の収益性，安全性の指標

では，合併前よりもむしろ低下しており，多くの改善点

が残されていることを指摘した．

図中の×印から△印への移行や表中の平均値から見れ

ば，流動比率や当座比率などの財務の安全性指標や信用

・共済事業の労働生産性の向上が確認されている．この

ような信用・共済事業の労働生産性の向上や貯預率の低

下と貯貸率の向上，正組合員１戸当たり貸出金など，各

農協が自主運用にシフトしていることが示されているが，

体制整備が伴わない場合，大きなリスクが潜んでいるこ

とを強く認識しておく必要があろう．

なお，この分析結果は，平成６～１３事業年度の数値を

用いて合併農協の動向を見ていき，作図及び統計的検定

では合併前の数値として平成７事業年度，合併後の数値

として平成１１～１３事業年度の平均，平成１２～１３事業年度

の平均を用いたものである．農協の質的変化である合併

という経済行為が，経営構造・経営成果に与えた影響を

見てきたが，この間に経済状況は一定ではなく，デフレ

下での経済環境，特に金融をめぐる環境は急激に悪化し

た時期であり，この点にも留意し，合併効果を見ていく

必要があることを付け加えておきたい．

さらに，合併効果自体に理論的検討も必要かと思われ

る．すなわち，合併により確定的にもたらされる効果と

図２２ 合併農協と旧農協における経営成果（正組合員１戸

当たり生産資材供給高）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．

図２３ 合併農協と旧農協における経営成果（正組合員１戸

当たり販売品販売高）の規模別分布

出所・注：図１と同じ．
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確率的にもたらされる効果の識別がその一例である．前

者は，合併により役員が減少するなどが代表的な事項で

ある．後者は，合併による組織再編によって，職員の業

務が高度・専門化し，より良いサービスを組合員に提供

することで，藤谷（１９７４）が言うところの組織力効果を

減ずることなく規模効果を発揮できるかということに関

わる事項である．このことは機構改革に成功するか，トッ

プマネジメントを発揮できるかなど確率的な部分が多い．

しかしながら，合併効果を両者の観点から識別すること

で，効果発揮に向けた政策的含意がより明確になると思

われる．これらのことについては，今後の課題にしたい．
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表３ 旧農協と合併農協の経営成果の平均値の差の検定結果（その１：平成７事業年度 対 平成１１～１３事業年度の平均）

経 営 指 標
旧 JA 合併 JA 合併

効果 経 営 指 標
旧 JA 合併 JA 合併

効果平 均 値 平 均 値
正組合員１０００戸当たり
指導員数 ６．１４ ５．７０ 事業管理費対

人件費比率 ７４．７０ ７５．５６

貯預率 ７０．９７ ５４．７５＊＊＊ 常勤役職員１人当たり
事業総利益 ７，２０５ ６，９２６

貯貸率 ３１．０６ ３８．４７＊ 常勤役職員１人当たり
事業管理費 ６，９６７ ７，０２２

事業管理比率 ９７．３２ １０１．３６＊＊＊ 常勤役職員１人当たり
貯金平均残高 １３３，２４６ １４３，５８６

自己資本利益率 １．４６ －３．９４＊＊ 常勤役職員１人当たり
貸出金平均残高 ４２，４０３ ５６，６６４

総資本利益率 ０．１５ －０．２５＊＊＊ 常勤役職員１人当たり
長期共済保有高 １２６，６９４ １４１，８２１＊＊ ○

信用事業利益率 １．７２ １．２５＊＊＊ 常勤役職員１人当たり
販売品販売高 ２６，６４８ ２２，５０６＊

信用事業の事業総利益
に占める割合 ３０．１０ ２６．３９＊ 常勤役職員１人当たり

生産資材供給高 １０，００４ ７，９８３＊＊

共済事業の事業総利益
に占める割合 ２７．５２ ３１．５０＊＊＊ 常勤役職員１人当たり

購買品供給高 １７，４０７ ７１５，３９２＊

信＋共事業の事業
総利益に占める割合 ５７．６２ ５７．８９ 正組合員１戸当たり

貯金残高 ８，４５６ ８，２７５

固定比率 ８３．１９ １１７．８５＊＊＊ 正組合員１戸当たり
長期共済保有高 ７，７５１ ８，１２０

流動比率 １０１．２９ ９７．５９＊＊＊ 正組合員１戸当たり
貸出金 ２，７５２ ３，３５１

自己資本比率 ５．５４ ６．６０＊＊＊ ○ 正組合員１戸当たり
生活資材供給高 ５１１．３ ３２９．８＊＊＊

固定資産回転率 １１９．４６ ５４．４０＊＊＊ 正組合員１戸当たり
生産資材供給高 ６４８．３ ４５７．６＊＊＊

当座比率 ９９．８６ ９６．３７＊＊＊ 正組合員１戸当たり
販売品販売高 １，７０９ １，２８３＊＊＊

長期固定適合率 ６１．５７ ９１．０８＊＊＊

出所：表１と同じ．

注：１）単位は戸，人，千円である．

２）当期剰余金については，平成１３年度のみ当期利益の値を用いている．

３）旧農協，合併農協については表１と同じである．

４）図中，＊＊＊は１％，＊＊は５％，＊は１０％で統計的に有意であることを示す．

５）合併効果の列に○があるものは，合併農協の方で合併効果が，平均値の差として統計的にも認められたものである．
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表４ 旧農協と合併農協の経営成果の平均値の差の検定結果（その２：平成７事業年度 対 平成１２～１３事業年度の平均）

経 営 指 標
旧 JA 合併 JA 合併

効果 経 営 指 標
旧 JA 合併 JA 合併

効果平 均 値 平 均 値
正組合員１０００戸当たり
指導員数 ６．１４ ５．６８ 事業管理費対

人件費比率 ７４．７０ ７５．６６

貯預率 ７０．９７ ５３．８２＊＊＊ 常勤役職員１人当たり
事業総利益 ７，２０５ ６，８３１

貯貸率 ３１．０６ ３８．６５＊ 常勤役職員１人当たり
事業管理費 ６，９６７ ６，９４３

事業管理比率 ９７．３２ １０１．６８＊＊＊ 常勤役職員１人当たり
貯金平均残高 １３３，２４６ １４５，２８６

自己資本利益率 １．４６ ０．５３ 常勤役職員１人当たり
貸出金平均残高 ４２，４０３ ５７，５６４

総資本利益率 ０．１５ ０．０４ 常勤役職員１人当たり
長期共済保有高 １２６，６９４ １４２，１１８＊＊ ○

信用事業利益率 １．７２ １．１９＊＊＊ 常勤役職員１人当たり
販売品販売高 ２６，６４８ ２２，２６６＊

信用事業の事業総利益
に占める割合 ３０．１０ ２５．５３＊ 常勤役職員１人当たり

生産資材供給高 １０，００４ ７，７９０＊＊＊

共済事業の事業総利益
に占める割合 ２７．５２ ３２．１７＊＊＊ 常勤役職員１人当たり

購買品供給高 １７，４０７ １５，２２０＊

信＋共事業の事業
総利益に占める割合 ５７．６２ ５７．７０ 正組合員１戸当たり

貯金残高 ８，４５６ ８，２９３

固定比率 ８３．１９ １１７．７９＊＊＊ 正組合員１戸当たり
長期共済保有高 ７，７５１ ８，０５４

流動比率 １０１．２９ ９７．６６＊＊＊ 正組合員１戸当たり
貸出金 ２，７５２ ３，３７２

自己資本比率 ５．５４ ６．６６＊＊＊ ○ 正組合員１戸当たり
生活資材供給高 ５１１．３ ３２８．６＊＊

固定資産回転率 １１９．４６ ５３．１５＊＊＊ 正組合員１戸当たり
生産資材供給高 ６４８．３ ４４２．６＊＊＊

当座比率 ９９．８６ ９６．４１＊＊＊ 正組合員１戸当たり
販売品販売高 １，７０９ １，２５９＊＊＊

長期固定適合率 ６１．５７ ９１．７４＊＊＊

出所・注：表３と同じ．
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